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原半J決には、次に述べるとおり、理由不備の違法があるから破棄されるべきであ

る。

なお、略語については、本書面において新たに用いるもののほかは、原審の例に

よる。

1 原判決は、公職選挙法 9条 2項にいう「住所」とは、「生活の本拠、すなわち、

その者の生活に最も関係の深い一般的生活、全生活の中心を指す。一定の場所が



ある者の住所であるか否かは、客観的に生活の本拠たる実体を具備しているか否

かにより決すべきである。」 (原判決 11ページ)と述べる。

原判決は、その上で、上告人補助参加入 (以下「補助参加人」という。)が前住

所地 (北海道深川市多度志所在の市営住宅をいう。)か らの転居に際し、郵便局に

深川市のアパー ト (北海道深川市 4条 5番地 28号所在のセラーノ 108号室を

いう。)に 1転居した旨の届出をしたこと、四女が深川市のアパー トで生活し、転居

前と同じ中学校に通学していたこと、補助参加人名義による区域外就学申請書

(本件申請書)に生活の拠点が深川市のアパー トである旨が記載されていること、

補助参加人が広報誌に四女と同居している旨の紹介記事を掲載したこと、深川市

のアパー トには洗濯機、冷蔵庫が備えられたが、本件住所地 (北海道砂川市空知

太東 1条 3丁 目3番 15号所在のクリア砂川 202号 室をいう。)には家電製品

を備え_置かなかったこと、本件住所地における電気、水道、ガス、灯油の使用量

が極めて少なかったことを根拠として、「本件期間中、客観的に、被告補助参加入

の生活の本拠たる実体を具備していたのが本件住所地であったとは認められな

い。かえって、深川市のアパー トであったと認められる。」 (原判決 14、 15ベ

ージ)と結論付けている。

2 他方、原判決は、上告メ、が原審で主張した補助参加人の生活実態に関する事実

をことごとく否定 tン、あるいは当該事実があったとし/て も、上記判断を左右する

ものではないとしている (原判決 15ベージ)。

すなわち、先ず、原判決は、補助参加人が平成 30年 12月 以降、それ以前か

ら勤務していた深川市所在の施設 (社会福祉法人多度志保育会)での勤務日数が

減少し、その分、砂川市内における活動量が増加したとしても、深川市と砂川市

は近隣に所在し、自動車により容易に移動できるかを)、 深川市のアパー トから砂

川市に自動車で移動して活動することができ、砂川市での活動量が増えたからと

しても、生活の本拠が砂川市に移ったとはいえないという (原判決 15ページ)。

しかし、補助参加人は、平成 31年 4月 に執行された本件選挙に立候補して、



当選を果たすため、平成 30年 12月 以降、砂川市内での政治活動や日本共産党

砂川市委員会の構成員とし/ての相談活動を展開していたものであり、このことは

甲第 19号証中の「資料 33、 35」 により明らかであり、その実情については、

砂川市選挙管理委員会がし/た補助参加人に対する事情聴取の結果、並びに補助参

加人代理人が同選挙管理委員会に提出した回答書 (乙第 1号証)及び補充書 (乙

第 3号証)によって明らかである。

補助参加人が本件選挙に立候補しようとして砂川市の本件住所地に転居し、砂

川市で政治活動等を展開 t/ているのであれば、生活の本拠は本件住所地であり、

四女の世話等のために深川市のアパー トに自動車で訪れることがあったとして

も、深ナ|1市のアパー トかを)砂川市に通っているということにはならない。

原判決の判断は、こうし/た事実を全く顧慮せず、上告人の主張を裏付ける証拠

の評価についても何ら言及することなく、前記のように判示したものであり、ま

さに瑠!由不備の違法がある。

3 次に、木件住所地における電気、水道、ガス及び灯油の使用量が少ないことに

ついては、補助参加人は、前夫との婿姻生活中に電気、ガス等を無駄遣いしてい

るとして暴力等を受ける被害にあっていたことから、節制する生活習慣が身につ

いており、実際に水道光熱費を節約して生活していたことに加え、砂川市での本

件選挙に向けた活動のため、本件住所地を留守にすることが多く、食事等も日本

共産党砂川市委員会の事務所や外食等で済ませることが多く、入浴についても、

弟の運営する西共i寺で入浴したり、温泉を利用したりしたことによるものである

が、原判決は、こ活ンらの事実にIついては、「反対尋問を経ていない被告補助参加人

の供述に基づく」ものであ|り 、「裏付ける資料は提出されておらず」、「被告補助参

加人が節約した生活を送っていた事実」等を除き、認めるに足りる証拠があると

はいえないと判勝itノた (原判決 1_5ページ)。

しかし、そもそ Hう、上告人には補助参加人の住所や生活実態を調査する権限は

なく、本件裁決に当たって、砂川市選挙管理委員会に対する補助参加人の供述や



同委員会に提出した資料に特段疑わしい点がない以上、これに基づいて事実を認

定し、その認定したところを本件訴訟において主張したことについて、「反対尋問

を経ていない被告補助参加人の供述に基づく」ものであるとして、これを覆すの

は不合理である。

加えて、原判決は、「被告補助参加人が節約した生活を送っていた事実」を含め、

上告′、が主張した事実が認められるとしても、電気、ガス等の使用量が深川市の

アパー トと比較して相当少ないことは「本件住所地が生活の中心ではないことを

推測させる有力な事情の一つである。」とし、本件住所地を不在にすることが多か

ったこ1とや、本件住所地に電気製品を備えていなかったこと、本件住所地で入浴

等をすることが少なかったことなどは、「本件住所地が被告補助参加人の生活の

中心ではないことを推測させる」(原判決 16ページ)な どと述べる|のは、補助参

加人が節制した生活を送っていたことを認めながら、生活の本拠が本件住所地に

あったことを認めないというものであり、まさに理由不備であるとともに、理由

と判断との間に食い違いがあるものというほかない。

4 さらに、原判決は、本件申請書について、補助参加人の弟がその作成・提出を

担当 L/たとしても、補助参加人にその内容の是非を確認しないまま作成・提出し

たとは考え難い、補助参加人が弟と対面してやり取りをする機会はあったと考え

られるなどとして、補助参加人がその作成に全く関与して【/ヽないとの上告人の主

張は採用できないとする (原判決 16、 17ベージ)。

原判決は、区域外就学申請書のような子の養育監護上重要な書面について補助

参加人がその作成に全く関与していないことはあり得ないと考えたものと推測

されるが、この点につ /ヽヽて、補助参加人は、実際に作成したのは弟であり、当時、

補助参加人は、本件選挙の予定候補者として発表された後で、政治活動に多忙を

極めていたため、弟が深川市教育委員会との折衝に当たっていたこと、補助参加

人は弟から本件申請書を見せられるなどして、その「理由」欄の記載内容を確認

したことがなかったこと (乙第 4号証)、 補助参加人は、弟から「こういう内容が



必要だということでこうなったと聞いている。」(乙第 2号証4ページ)と述べ、

区域外就学の承認を得るために、弟が教育委員会の担当者と相談の上で本件申請

書を作成したことを供述 L/ているのであり、当該供述の信用性について何ら判断

することなく、前記のように判示したことについても、理由不備というほかない

ものである。

5 以上のとおりであるから、原判決には理由不備の違法があり、破棄を免れない

ものである。

以  上


